
� �@7�Á��~Ã¹��� りである。

公認会計士協会の照会文書には、法人税確定申告書に

添付すべき明細書の記載例として、「設例２：退職一時 6 Õ�Eaoâè�£½aÞ�Üá@

金制度及び適格退職年金制度を有し、退職給付信託を設 公認会計士協会の照会文書には、明細書記載例：設例

定している場合の記載例」が添付されているが、これに ２が添付されているが、このうち退職一時金制度に係る

ついての仕訳、申告書上の加減算の処理等は、次のとお ものは次の「１Þ１」及び「１Þ２」である。

�@7 aÞ�Üá@

6Þ6 Õ�Eaoâè�£½Õ��\S�o

退 職 一 時 金 制 度 に 係 る 退 職 給 付 引 当 金

Ｘ１年度（適用初年度） Ｘ ２ 年 度

内 0 内 143,000
�前期末残高 1,000,000 1,275,000

�退職給付費用合計 420,000 210,000

±勤務費用 100,000 120,000

内 ²利息費用 20,000 30,000

³過去勤務債務の費用処理額 0 0

訳 ´数理計算上の差異の費用処理額 0 10,000

µ会計基準変更時差異の費用処理額 300,000 50,000

内 145,000 内 260,000
	退職金支給額 145,000 460,000

内 143,000 内 450,000

期末残高（�Ý�Þ	） 1,275,000 1,025,000

�上記
のうち無税引当分 1,075,000 785,000

（注)1 「前期末残高Æ£「退職金支給額」及び「期末残高」の内書は、退職給付信託に資産を拠出したこ
とにより、相殺されている退職給付引当金に係る金額である。以下同じ。
2 退職金支給額のうち前期末要支給額は、Ｘ１年度は 145,000、Ｘ２年度は 400,000である。

6Þ7 Õ�Eaoâè�£½Õ��\�ì zoT�

退職一時金制度に係る退職給付信託の年金資産

Ｘ１年度（適用初年度） Ｘ ２ 年 度

�前期末残高 0 143,000

�信託設定額合計 250,000 500,000

内 信託設定簿価 200,000 400,000

訳 信託設定損益 50,000 100,000

	期待運用収益 38,000 70,000

内 実際運用収益 18,000 56,000

訳 運用収益差異 20,000 14,000


数理計算上の差異の費用処理額 0 △ 3,000

�退職金支給額 145,000 260,000

�期末残高（�Ý�Ý	Ý
Þ�）

退職給付信託への資産拠出により退職

給付引当金が相殺されているもの 143,000 450,000

実際運用収益に含まれる受取配当金

（内80％益金不算入） 14,000 38,000

Þ６Þ
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この設例２の「１Þ１」及び「１Þ２」に関するＸ１年度の企業会計上の仕訳と税務上の取扱い等は、次のとお
りである。

� Õ�Eaoâè�£½Õ��\S�o

会 計 処 理 税 務 上 の 取 扱 い 仕訳No

± 退職金の支給 145,000 ・税務上は、退職給与引当金の取崩しとして処理す
（退職給付信託からの支給。仕訳なし） る。

【税務上の訂正仕訳】※´µ参照。

² 退職給付費用の発生 ・退職給与引当金の繰入れとなり、繰入限度超過額
（借）退職給付費用 420,000 200,000 を四表加算する。

（貸）退職給付引当金 420,000 【税務上の訂正仕訳】
（借）退職給付引当金 200,000 ※±

（貸）引当金繰入限度超過 200,000
（注）Ｘ１年度の繰入限度超過額は 200,000であ
った。

� Õ�Eaoâè�£½Õ��\�ì

会 計 処 理 税 務 上 の 取 扱 い 仕訳No

± 退職給付信託の設定 ・退職給付信託に拠出した資産は、企業会計上引当
（借）退職給付引当金 250,000 金と相殺処理されるが、委託者たる法人の資産で

（貸）有価証券 200,000 あり、引当金も別途存続。（諸資産と退職給付引
退職給付信託設定損益 50,000 当金 250,000を五表で加減算し、設定損益50,000

は四表で減算する¤)
【税務上の訂正仕訳】
（借）諸資産(有価証券) 250,000 ※²

（貸）退職給付引当金 250,000
（借）信託設定益益金不算入 50,000 ※³

（貸）諸資産 50,000

² 退職金の支給 145,000 ・企業会計上の仕訳はないが、税務上は退職給与引
（仕訳なし） 当金の取崩しと退職金の支払を認識する。

【税務上の訂正仕訳】
（借）退職給付引当金 145,000 ※´

（貸）取崩益計上洩れ 145,000
（借）退職金認容 145,000 ※µ

（貸）諸資産 145,000

³ 期待運用収益等の処理 ・期待運用収益等は企業会計上相殺処理されるが、
（借）退職給付引当金 38,000 退職給付信託に係るものとして別途存続すること

（貸）退職給付費用 38,000 となるため、当該仕訳を是正する。
【税務上の訂正仕訳】

実際には、�²と併せて （借）退職給付費用 38,000 ※¶
（借）退職給付費用 382,000 （貸）退職給付引当金 38,000

（貸）退職給付引当金 382,000 ・期待運用収益等38,000のうち実際運用収益18,000
と仕訳する。 は法人の確定収益であるから、四表加算する。

【税務上の訂正仕訳】
（借）諸資産 18,000 ※·

（貸）年金資産実際運用収益 18,000
・実際運用収益に係る配当金の益金不算入額11,200
は四表減算する。（社外流出）
【税務上の訂正仕訳】
（借）受取配当益金不算入 11,200 ※¸

（貸）（社外流出）

Þ７Þ
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この設例２の「１Þ１」及び「１Þ２」に関するＸ１年度の税務処理に関する考え方等は、次のとおりである。

� Õ�Eaoâè�£½Õ��\S�o

退 職 一 時 金 制 度 に 係 る 退 職 給 付 引 当 金

Ｘ１年度（適用初年度） ※ 税務処理の考え方等

内 0
�前期末残高 1,000,000

�退職給付費用合計 420,000 1 限度超過額を計算し、四表で

±勤務費用 100,000 加算（五表は退職給付引当金

内 ²利息費用 20,000 勘定）

³過去勤務債務の費用処理額 0

訳 ´数理計算上の差異の費用処理額 0

µ会計基準変更時差異の費用処理額 300,000

2 退職給与引当金の取崩益と退
	退職金支給額 内 145,000 職金の計上漏れを認識し、四

表で加減算（五表は退職給付
145,000 引当金勘定と諸資産）

内 143,000 貸借対照表の注記の内訳額の

期末残高（�Ý�Þ	） 1,275,000 記載例参照

�上記
のうち無税引当分 1,075,000 
Þ別表五(一)の期末分(その他分§一時金分)

� Õ�Eaoâè�£½Õ��\�ì zoT�

退職一時金制度に係る退職給付信託の年金資産

Ｘ１年度（適用初年度） ※ 税務処理の考え方等

�前期末残高 0

�信託設定額合計 250,000 設定損益を四表で減算（五表

信託設定簿価 200,000 では、相殺した年金資産と退

内 職給付引当金の再計上と併

訳 信託設定損益 50,000 3 せ、設定損益分の年金資産を

減額）

	期待運用収益 38,000 4 期待運用収益に係る退職給付

実際運用収益 18,000 5 費用を四表で減算し、実際運
内

用収益は四表で加算（五表は
訳 運用収益差異 20,000

退職給付引当金勘定と諸資産


数理計算上の差異の費用処理額 0 4 上記	の期待運用収益と同じ

2 退職給与引当金の取崩益と退
�退職金支給額 145,000 職金の計上漏れを認識し、四

表で加減算（五表は退職給付
引当金勘定と諸資産）

�期末残高（�Ý�Ý	Ý
Þ�） 貸借対照表の注記の内訳額の
退職給付信託への資産拠出により退職 143,000 記載例参照。
給付引当金が相殺されているもの

実際運用収益に含まれる受取配当金 6 益金不算入額を計算し、四表
（内80％益金不算入） 14,000 で減算（その他流出として処

理）

Þ８Þ
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以上がＸ１年度に関するものであるが、Ｘ２年度に関しても、企業会計上の仕訳と税務上の取扱い等を示すと、
次のようになる。

� Õ�Eaoâè�£½Õ��\S�o

会 計 処 理 税 務 上 の 取 扱 い 仕訳No

± 退職金の支給 260,000 ・税務上は、退職給与引当金の取崩しとして処理す
（退職給付信託からの支給。仕訳なし） る。

【税務上の訂正仕訳】※�'参照。

² 退職給付費用の発生 ・退職給与引当金の繰入れとなり、繰入限度超過額
（借）退職給付費用 210,000 100,000 を四表加算する。

（貸）退職給付引当金 210,000 【税務上の訂正仕訳】
（借）退職給付引当金 100,000 ※Â

（貸）引当金繰入限度超過 100,000
（注）Ｘ２年度の繰入限度超過額は 100,000であ
った。

� Õ�Eaoâè�£½Õ��\�ì

会 計 処 理 税 務 上 の 取 扱 い 仕訳No

± 退職給付信託の設定 ・退職給付信託に拠出した資産は、企業会計上引当
（借）退職給付引当金 500,000 金と相殺処理されるが、委託者たる法人の資産で

（貸）有価証券 400,000 あり、引当金も別途存続¤(諸資産と退職給付引当
退職給付信託設定損益 100,000 金 500,000を五表で加減算し、設定損益 100,000

は四表で減算する¤)
【税務上の訂正仕訳】
（借）諸資産(有価証券) 500,000 ※Ã

（貸）退職給付引当金 500,000
（借）信託設定益益金不算入 100,000 ※Ä

（貸）諸資産 100,000

² 退職金の支給 260,000 ・企業会計上の仕訳はないが、税務上は退職給与引
（仕訳なし） 当金の取崩しと退職金の支払を認識する。

【税務上の訂正仕訳】
（借）退職給付引当金 260,000 ※�

（貸）取崩益計上漏れ 260,000
（借）退職金認容 260,000 ※'

（貸）諸資産 260,000
・取崩額のうち前期末要支給額の 400,000を超える
部分(60,000)は繰入限度超過額の取崩しとして処
理。（四表減算）
【税務上の訂正仕訳】
（借）有税取崩益認容 60,000

（貸）退職給付引当金 60,000 ※(

³ 期待運用収益等の処理 ・期待運用収益等は会計上相殺処理されるが、退職
（借）退職給付引当金 67,000 給付信託に係るものとして別途存続することとな

（貸）退職給付費用 67,000 るため、当該仕訳を是正する。
【税務上の訂正仕訳】 ※)

実際には、�²と併せて、 （借）退職給付費用 67,000
（借）退職給付費用 143,000 （貸）退職給付引当金 67,000

（貸）退職給付引当金 143,000 ・期待運用収益等67,000のうち実際運用収益56,000
と仕訳する。 は法人の確定収益であるから、四表加算する。

【税務上の訂正仕訳】 ※*
（借）諸資産 56,000

（貸）年金資産実際運用収益 56,000
・実際運用収益に係る配当金の益金不算入額30,400
は四表減算する。（社外流出）
【税務上の訂正仕訳】
（借）受取配当益金不算入 30,400 ※+

（貸）（社外流出）

Þ９Þ
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設例２に関する明細書のうち適格退職年金制度に係るものは、次の「２Þ１」及び「２Þ２」である。

�@7 aÞ�Üá@

7Þ6 »=Õ�zoâè�£½Õ��\S�o

適格退職 年金制度に係る退職給付引当金

Ｘ１年度（適用初年度） Ｘ ２ 年 度

内 0 内 380,000
�前期末残高 0 392,000

�退職給付費用合計 2,392,000 1,845,000

±勤務費用 1,500,000 1,600,000

²利息費用 120,000 130,000
内
³過去勤務債務の費用処理額 0 0

´数理計算上の差異の費用処理額 0 40,000
訳
µ会計基準変更時差異の費用処理額 800,000 100,000

¶期待運用収益 △28,000 △25,000

	掛金拠出額合計 2,000,000 1,500,000

内 退職給付信託からの拠出 400,000 100,000

訳 事業主からの拠出 1,600,000 1,400,000

内 380,000 内 350,000

期末残高（�Ý�Þ	） 392,000 737,000

7Þ7 »=Õ�zoâè�£½Õ��\�ì zoT�

適格退職年金制度に係る退職給付信託の年金資産

Ｘ１年度（適用初年度） Ｘ ２ 年 度

�前期末残高 0 380,000

�信託設定額合計 700,000 0

内 信託設定簿価 500,000 0

訳 信託設定損益 200,000 0

	期待運用収益 80,000 72,000

内 実際運用収益 60,000 50,000

訳 運用収益差異 20,000 22,000


数理計算上の差異の費用処理額 0 △ 2,000

�掛金額 400,000 100,000

�期末残高（�Ý�Ý	Ý
Þ�）

退職給付信託への資産拠出により退職

給付引当金が相殺されているもの 380,000 350,000

実際運用収益に含まれる受取配当金

（内80％益金不算入） 40,000 25,000

Þ１０Þ
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この設例２の「２Þ１」及び「２Þ２」に関するＸ１年度の企業会計上の仕訳と税務上の取扱い等は、次のとお
りである。

� »=Õ�zoâè�£½Õ��\S�o

会 計 処 理 税 務 上 の 取 扱 い 仕訳No

± 掛金の拠出 ・適格退職年金の掛金 1,600,000は拠出時の損金の
（借）退職給付引当金 1,600,000 額に算入する。（四表減算）

（貸）現 金 1,600,000 【税務上の訂正仕訳】
（借）適年掛金認容 1,600,000 ※¹

（貸）取崩益計上漏れ 1,600,000 仕訳省略
（借）有税取崩益認容 1,600,000

（貸）退職給付引当金 1,600,000 ※¹

² 退職給付費用の発生 ・適格退職年金に係る退職給付費用は、退職給与引
（借）退職給付費用 2,392,000 当金の繰入額としない。（四表加算）

（貸）退職給付引当金 2,392,000 【税務上の訂正仕訳】
（借）退職給付引当金 2,392,000 ※º

（貸）退職給付費用損金不算入 2,392,000

� »=Õ�zoâè�£½Õ��\�ì

会 計 処 理 税 務 上 の 取 扱 い 仕訳No

± 退職給付信託の設定 ・退職給付信託に拠出した資産は、企業会計上引当
（借）退職給付引当金 700,000 金と相殺処理されるが、委託者たる法人の資産で

（貸）有価証券 500,000 あり、引当金も別途存続¤(諸資産と退職給付引当
退職給付信託設定損益 200,000 金 700,000を五表で加減算し、設定損益 200,000

は四表で減算する¤)
【税務上の訂正仕訳】
（借）諸資産(有価証券) 700,000 ※»

（貸）退職給付引当金 700,000
（借）信託設定益益金不算入 200,000 ※¼

（貸）諸資産 200,000

² 掛金の拠出 400,000 ・企業会計上の仕訳はないが、税務上は退職給与引
（仕訳なし） 当金の取崩しと適格退職年金の掛金の支払を認識

するとともに、有税引当分の取崩しなので取崩益
を認容する。
【税務上の訂正仕訳】
（借）退職給付引当金 400,000 ※½

（貸）取崩益計上漏れ 400,000 仕訳省略
（借）有税取崩益認容 400,000

（貸）退職給付引当金 400,000 ※½
（借）適年掛金認容 400,000 ※¾

（貸）諸資産 400,000

³ 期待運用収益等の処理 ・期待運用収益等は企業会計上相殺処理されるが、
（借）退職給付引当金 80,000 退職給付信託に係るものとして別途存続すること

（貸）退職給付費用 80,000 となるため、当該仕訳を是正する。
【税務上の訂正仕訳】

実際には、�²と併せて （借）退職給付費用 80,000 ※¿
（借）退職給付費用 2,312,000 （貸）退職給付引当金 80,000

（貸）退職給付引当金 2,312,000 ・期待運用収益等80,000のうち実際運用収益60,000
と仕訳する。 は法人の確定収益であるから、四表加算する。

【税務上の訂正仕訳】
（借）諸資産 60,000 ※À

（貸）年金資産実際運用収益 60,000
・実際運用収益に係る配当金の益金不算入額32,000
は四表減算する。（社外流出）
【税務上の訂正仕訳】
（借）受取配当益金不算入 32,000 ※Á

（貸）（社外流出）

Þ１１Þ
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この設例２の「２Þ１」及び「２Þ２」に関するＸ１年度の税務処理に関する考え方等は、次のとおりである。

� 適格退職年金制度に係る退職給付引当金

適格退職 年金制度に係る退職給付引当金

Ｘ１年度（適用初年度） ※ 税務処理の考え方等

内 0
�前期末残高 0

�退職給付費用合計 2,392,000 7 全額損金不算入のため、四表

±勤務費用 1,500,000 で加算（五表は退職給付引当

²利息費用 120,000 金勘定）
内
³過去勤務債務の費用処理額 0

´数理計算上の差異の費用処理額 0
訳
µ会計基準変更時差異の費用処理額 800,000

¶期待運用収益 △28,000

	掛金拠出額合計 2,000,000 全額損金算入漏れとなるため

内 退職給付信託からの拠出 400,000 8 四表で減算（五表は退職給付

訳 事業主からの拠出 1,600,000 9 引当金勘定）（※信託分は次表�参照)

内 380,000 貸借対照表の注記の内訳額の

期末残高（�Ý�Þ	） 392,000 記載例参照

� »=Õ�zoâè�£½Õ��\�ì zoT�

適格退職年金制度に係る退職給付信託の年金資産

Ｘ１年度（適用初年度） ※ 税務処理の考え方等

�前期末残高 0

�信託設定額合計 700,000 設定損益を四表で減算（五表

内 信託設定簿価 500,000 では、相殺した年金資産と退

訳 職給付引当金の再計上と併

信託設定損益 200,000 : せ、設定損益分の年金資産を

減額）

	期待運用収益 80,000 ; 期待運用収益に係る退職給付

内 実際運用収益 60,000 < 費用を四表で減算し、実際運

訳 用収益は四表で加算（五表は
運用収益差異 20,000

退職給付引当金勘定と諸資産


数理計算上の差異の費用処理額 0 ; 上記	の期待運用収益と同じ

退職給与引当金の取崩益と適
格退職年金の掛金の支払を認

�掛金額 400,000 8 識するとともに、有税引当分
の取崩しを認容（五表は退職
給付引当金勘定と諸資産）

�期末残高（�Ý�Ý	Ý
Þ�） 貸借対照表の注記の内訳額の
退職給付信託への資産拠出により退職 380,000 記載例参照。
給付引当金が相殺されているもの

実際運用収益に含まれる受取配当金 益金不算入額を計算し、四表
（内80％益金不算入） 40,000 = で減算（その他流出として処

理）
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以上がＸ１年度に関するものであるが、Ｘ２年度に関しても、企業会計上の仕訳と税務上の取扱い等を示すと、
次のようになる。

� »=Õ�zoâè�£½Õ��\S�o

会 計 処 理 税 務 上 の 取 扱 い 仕訳No

± 掛金の拠出 ・適格退職年金の掛金 1,400,000は拠出時の損金の
（借）退職給付引当金 1,400,000 額に算入する。（四表減算）

（貸）現 金 1,400,000 【税務上の訂正仕訳】
（借）適年掛金認容 1,400,000 ※,

（貸）取崩益計上漏れ 1,400,000 仕訳省略
（借）有税取崩益認容 1,400,000

（貸）退職給付引当金 1,400,000 ※,

² 退職給付費用の発生 ・適格退職年金に係る退職給付費用は、退職給与引
（借）退職給付費用 1,845,000 当金の繰入額としない。（四表加算）

（貸）退職給付引当金 1,845,000 【税務上の訂正仕訳】
（借）退職給付引当金 1,845,000 ※-

（貸）退職給付費用損金不算入 1,845,000

� »=Õ�zoâè�£½Õ��\�ì

会 計 処 理 税 務 上 の 取 扱 い 仕訳No

± 掛金の拠出 100,000 ・企業会計上の仕訳はないが、税務上は退職給与引
（仕訳なし） 当金の取崩しと適格退職年金の掛金の支払を認識

するとともに、有税引当分の取崩しなので取崩益
を認容する。
【税務上の訂正仕訳】
（借）退職給付引当金 100,000 ※.

（貸）取崩益計上漏れ 100,000 仕訳省略
（借）有税取崩益認容 100,000

（貸）退職給付引当金 100,000 ※.
（借）適年掛金認容 100,000 ※/

（貸）諸資産 100,000

² 期待運用収益等の処理 ・期待運用収益等は企業会計上相殺処理されるが、
（借）退職給付引当金 70,000 退職給付信託に係るものとして別途存続すること

（貸）退職給付費用 70,000 となるため、当該仕訳を是正する。
【税務上の訂正仕訳】

実際には、�²と併せて （借）退職給付費用 70,000
（借）退職給付費用 1,775,000 （貸）退職給付引当金 70,000 ※0

（貸）退職給付引当金 1,775,000 ・期待運用収益等70,000のうち実際運用収益50,000
と仕訳する。 は法人の確定収益であるから、四表加算する。

【税務上の訂正仕訳】
（借）諸資産 50,000

（貸）年金資産実際運用収益 50,000 ※○
・実際運用収益に係る配当金の益金不算入額20,000

32

は四表減算する。（社外流出）
【税務上の訂正仕訳】
（借）受取配当益金不算入 20,000 ※○

（貸）（社外流出）
33
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以上の結果から、設例２に関する法人税申告書別表四及び別表五の申告調整事項を抜粋すると、次のようになる。

Û±D0Ü

Ｘ１年度 Ｘ２年度 税 務 上 の 取 扱 い 仕訳No

退職一時金に係る退職給与 1の金額（Ｘ１年度は420,000£Ｘ２年度
引当金繰入限度超過額 は210,000)について、税務上の退職給与

引当金に係る繰入限度超過額を計算す
200,000 100,000 る。（注１） ±Â

加
退職給付引当金取崩益 取崩益の計上漏れ（2の金額）を加算す

145,000 260,000 る。 ´�

退職一時金に係る年金資産 年金資産に生じた運用収益（5の金額）
の実際運用収益加算 18,000 56,000 を加算する。 ·*

適格退職年金に係る退職給 7の金額について、その全額を加算す
算 付費用否認 2,392,000 1,845,000 る。 º-

適格退職年金に係る年金資 年金資産に生じた運用収益（<の金額）
産の実際運用収益加算 60,000 50,000 を加算する。 À○

加 算 合 計 2,815,000 2,311,000

退職一時金に係る信託設定 退職給付信託へ資産を拠出した時に計上
益の益金不算入 50,000 100,000 した評価益（3の金額）を減算する。 ³Ä

退職一時金に係る年金資産 退職給付信託に係る期待運用収益等の費
期待運用収益等の費用処理 38,000 67,000 用処理額（4の金額）を減算する。 ¶)

退職金認容 退職金の計上漏れ金額（2の金額）を減
145,000 260,000 算する。 µ'

減
適格退職年金掛金損金算入 適格退職年金の掛金の計上漏れ金額（8
（退職給付信託から拠出） 400,000 100,000 の金額）を減算する。 ¾/

退職一時金に係る年金資産 退職一時金に係る年金資産に生じた運用
の配当金益金不算入 11,200 30,400 収益のうち、受取配当（6の金額）に係

る益金不算入額を減額する。 ¸+

退職給与引当金繰入限度超 （注２）
過額戻入れ認容 60,000 (

適格退職年金に係る掛金拠 9の金額について、その全額を減算す
出額認容（事業主拠出） 1,600,000 1,400,000 る。 ¹,

適格退職年金に係る信託設 退職給付信託へ資産を拠出した時に計上
定益の益金不算入 200,000 0 した評価益（:の金額）を減算する。 ¼

算
適格退職年金に係る年金資 退職給付信託に係る期待運用収益等の費
産期待運用収益等の費用処 80,000 70,000 用処理額（;の金額）を減算する。 ¿0

理

適格退職年金に係る年金資 適格退職年金に係る年金資産に生じた運
産の配当金益金不算入 32,000 20,000 用収益のうち、受取配当（=の金額）に Á○

係る益金不算入額を減額する。

減 算 合 計 2,556,200 2,107,400

（注)1 税務上の退職給与引当金繰入限度超過額は、Ｘ１年度は200,000£Ｘ２年度は100,000 であった。
2 Ｘ２年度の税務上の退職給与引当金の取崩しに当たり、要取崩額である前期末の要支給額 400,000を超
える部分は60,000であったが、Ｘ１年度により繰り越した退職給与引当金繰入限度超過額の部分を優先し
て取崩しているものとして処理した（基通11Þ４Þ16)¤

32

33
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区 分 期 首 当期中の増減 利益処分 翌期首

諸資産（退職一時金分） µ 145,000 ² 250,000
³ 50,000 · 18,000 73,000

諸資産（適格退職年金分) ¾ 400,000 » 700,000
¼ 200,000 À 60,000 160,000

退職給付信託分 ² 250,000 ´ 145,000
（退職給付引当金・一時金分） ¶ 38,000 △ 143,000 ※

退職給付信託分 » 700,000 ½ 400,000
（退職給付引当金・適格退職年金分） ¿ 80,000 △ 380,000 ※

その他分
（退職給付引当金・一時金分） ± 200,000 200,000

その他分 ¹ 1,600,000
（退職給付引当金・適格退職年金分） ½ 400,000 º 2,392,000 392,000
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区 分 期 首 当期中の増減 利益処分 翌期首

諸資産（退職一時金分） ' 260,000 Ã 500,000
73,000 Ä 100,000 * 56,000 269,000

諸資産（適格退職年金分) 160,000 / 100,000 110,000

退職給付信託分 Ã 500,000 � 260,000
（退職給付引当金・一時金分） △ 143,000 ) 67,000 △ 450,000 ※

退職給付信託分
（退職給付引当金・適格退職年金分） △ 380,000 0 70,000 . 100,000 △ 350,000 ※

その他分
（退職給付引当金・一時金分） 200,000 ( 60,000 Â 100,000 240,000

その他分 , 1,400,000
（退職給付引当金・適格退職年金分） 392,000 . 100,000 - 1,845,000 737,000
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退職一時金制度及び適格退職年金制度に基づく退職給付引当金の期末残高（年金資産のうち、退職給付信託に係
る退職給付引当金に相当する金額を含む¤)の内訳は、以下のとおりとなる。

� V6zè9

退職一時金 適格退職年金 合 計

±退職給付引当金（年金資産控除前） 1,275,000 392,000 1,667,000

²退職給付信託の年金資産 △ 143,000 △ 380,000 △ 523,000

³退職給付引当金（純額）（±Þ²） 1,132,000 12,000 1,144,000

� V7zè9

退職一時金 適格退職年金 合 計

±退職給付引当金（年金資産控除前） 1,025,000 737,000 1,762,000

²退職給付信託の年金資産 △ 450,000 △ 350,000 △ 600,000

³退職給付引当金（純額）（±Þ²） 575,000 387,000 1,162,000

１５Þ

○ 50,00032

（注）１ 別表五(一) の※は、それぞれ上記²欄の「退職給付信託の年金資産」と合致する。
２ 上記±欄の「退職給付引当金（年金資産控除前)Æの金額は、確定申告書に添付される区分明細書におけ
る退職給付引当金の期末残高（
欄の本書の金額）と合致する。なお、別表五(一) の「その他分（退職給
付引当金・一時金分)Æの残高を当該金額から控除した金額は、確定申告書に添付される区分明細書におけ
る退職給付引当金の無税引当分の期末残高（�欄の金額）と合致する。
３ 上記³欄の金額は、各法人の貸借対照表上の退職給付引当金勘定の金額と合致する。
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